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－ 3 － 
北東部・長春での第一汽車製造廠（第一汽車）の拠点設立を指令し、1956 年から「解放牌」
の生産が始まった。そして政府は、1958 年から 1960 年にかけて、南京汽車、上海汽車、
済南汽車、北京汽車を設立し、地域分業体制による自動車産業の統一的発展を目指した。
ただ、毛沢東時代には生産台数は伸張しなかった。一方、地域分業体制に対しては、「自力









 改革・開放政策が打ち出された 1978 年当時の自動車生産台数は、約 15 万台であった。
そのほとんどはトラック（約 12.5 万台）であり、乗用車は 2,640 台であった（中国汽車工
業史編審委員会［1996］）。しかし、改革・開放以降、1980 年代には多くの自動車工場が海
外メーカーと事業提携や合弁事業を開始するようになった。そして第 6 次 5 カ年計画
（1981~1986 年）では、自動車産業は重点産業から外れされたが、第 7 次 5 カ年計画












－ 4 － 
航空工業）も追加され、8 社が政府による乗用車の重点的育成対象企業となった。この 8
社には海外メーカーとの提携が許可され、第一汽車と上海汽車がそれぞれ VW、北京汽車























 中国は、2001 年 12 月に世界貿易機関（WTO）に加入し、完成車の輸入関税をそれまで




－ 5 － 
本格的に動き出すようになった。 









れまで「1 社 1 車種ブランド」に限定されていたが、全車種ブランドでの全面的な合弁や
提携が行われることになった（趙［2011］）。 



























対応するため、自動車購入税を 5%から 7.5%に引き上げ、2010 年には低燃費車への補助金
制度を打ち出した。「新エネルギー車」は、「十城千輌（新エネルギー実験）」の実験都市に
上海市、長春市、深圳市、杭州市、合肥市を選定し、PHEV と EV（Electric Vehicle）を購
入する個人ユーザーに、それぞれ最大で 5 万元（1 元は約 16.7 円）と 6 万元を支給した。
また、全国を対象に「省エネ車（1,600cc 以下で燃費が現行基準の 20%を下回る車両）」を
購入する個人ユーザーに対して一律 3,000 元の補助金を支給することとした（呉［2010］）。  
 先に取り上げた自動車産業再編は、経営資源や資金集中により、環境配慮型車両を発展










 最も早く中国で生産を開始した海外メーカーは、ドイツの VW であった。同社はこれま
でに 10 社以上の合弁企業を中国国内に設立し、上海汽車と第一汽車の 2 社とそれぞれ合弁
をし、生産活動を行っている。上海 VW（大衆）汽車は 1984 年に設立され、「Santana（桑
塔納）」「Passart（帕薩特）」「Touran（途鋭）」「Polo（波羅）」などを中心に生産している。
一方、一汽 VW（大衆）汽車は 1990 年に設立され、「Jetta（速騰）」「Bora（宝来）」「Golf
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（高尔夫）」などが中心である。特に中国市場では「Santana」と「Jetta」の販売が多く、一
時期、低価格車市場の大部分を占有したこともあった（大鹿［2012］）。 
 アメリカの Chrysler は、Daimler Chrysler 時代の 1984 年に、北京汽車と合弁で北京吉普
汽車を設立した。さらに General Moters（GM）は、中国国内で合弁企業を 10 社設立し、
上海 GM（通用）汽車、上海 GM（通用）五菱汽車、一汽 GM（通用）軽型商用汽車が生
産活動を行っている。上海通用汽車は 1987 年に設立され、「Chevrolet（雪佛莱）」「Buick
（别克）」「Cadillac（凱迪拉克）」などを中心に生産している（大鹿［2012］）。また、フラ
ンスの PSA は、1992 年に東風汽車との合弁によって神龍汽車を設立し、新工場を武漢市
に建設した。この工場では「Citroën（雪鉄竜）ZX」の生産を開始した。ただ、1997 年に
Peugeot が中国から撤退し、Citroën のみ 2003 年まで継続した。現在は東風汽車が PSA へ
の出資について検討を重ねている。一方で Renault は、2004 年 6 月に東風汽車との合弁会
社設立を発表し、Renault 単独での進出を検討していたが、日産自動車（日産）と関係の深
い東風汽車と提携し、生産は Renault、研究開発や部品調達などは日産が担当し、東風汽車








































ため、1995 年 1 月に「豪亜中近東部」から「中国事業部」を独立させ、中国政府に進出許
可を求めた。これが 1996 年からの新しい産業政策に対応していたため、1996 年にエンジ
ンの合弁会社設立後は、完成車生産に目処がつくようになった（川辺［2006］）。そして、
2000 年 5 月には天津での乗用車工場の合弁認可が得られた（『日本経済新聞』［2002.1.22］）。 
 他方、中国自動車産業では「四大四小」への合併・再編政策が進み、2002 年には第一汽
車と天津汽車との間で再編が行われた。第一汽車は乗用車について、VW とトヨタの 2 社
と合弁することになり、これがトヨタの中国での事業展開に大きく影響することになった。
既にトヨタは天津汽車と提携していたが、この再編を契機として、2002 年 8 月に一汽豊田
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汽車が設立された。その後トヨタは、第一汽車との包括的協力協議書に調印し、中高級乗
用車、軽自動車、中高級 SUV の 3 領域で生産を進めることになった。そしてトヨタは、同
年 10 月に第一汽車傘下の天津一汽夏利汽車と合弁で天津豊田汽車を設立した。同社では東
南アジアや中近東地域での戦略車種ブランドである 1,300cc と 1,500cc の小型セダン「Vios
（威馳）」の生産を開始した（周政毅［2009］）。また、2003 年 11 月には一汽豊田自動車販
売を設立し、生産面だけでなく、販売面でも協力関係を構築しようとした（趙［2011］）。
さらにトヨタは、天津で第二工場を建設し、2005 年からは「CROWN」の生産も開始した。 











に変更）の初代総経理となった門脇轟二が、情報収集のために北京に赴任した 1993 年 1
月から始まった。1996 年末、東風汽車の幹部が門脇に Peugeot 撤退を伝え、その跡の継承
を持ちかけたとされる。広州 Peugeot（標致）汽車は、政府が重点育成する有力企業であり、
1985 年に広州汽車と Peugeot が合弁で設立した「三大三小二微」の 1 つであった。しかし、
創業以来赤字が継続していた（川辺［2006］）。この状態を改善するために、ホンダに白羽
の矢が立ったわけである。 
 他方、ホンダは完成車の生産よりも早く、1994 年 12 月から広東省恵州市でエンジン部
品の合弁を開始していた（『日経ビジネス』［2000.1.31］）。この間に Peugeot が撤退し、ホ
ンダは 1997 年 11 月に広州汽車との合弁で基本合意をした。そして広汽本田汽車は、広州
標致汽車の従業員を継続雇用し、現地生産を開始した（川辺［2006］）。政府は当時、外資
系メーカーに 40%以上の部品の現地調達を求めていたが、広汽本田汽車では 2000 年 11 月
には部品の約 45%を現地調達した「Accord（雅閣）」の生産を開始した（『日経ビジネス』






工場を稼働させた。一方で、2004 年 4 月から稼働したホンダと東風汽車との合弁企業であ
る東風本田汽車でも工場を拡大し、生産能力を次第に向上させていった。こうしてホンダ
が合弁をする 2 社による乗用車販売台数は、2005 年から 2008 年の 4 年間で 8 割以上増加
した（周政毅［2009］）。  















団は傘下に 120 社、12 万人の従業員を抱え、非効率さのために 1990 年代後半には倒産の
危機に直面することもあった。そこで 2002 年 9 月に、Carlos Ghosn のもとで業績を回復さ
せた日産と包括協定を行った。この協定に基づき、東風日産汽車は先行した風神汽車に被
さる形で、2003 年 6 月から新会社として営業を開始した（川辺［2006］）。これまでの中国
における海外メーカーとの合弁は、車種ブランド別に認可されていたが、この協定は初め
て包括的なものとなった（関満博［2006］）。  
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＜図表 2 地域による生産台数の差（2011 年）＞ （単位：万台） 
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した。その結果、2009 年には小型車が全体の販売額の 6 割以上を占めるようになった（陳
［2012］、『日経ビジネス』［2010.6.28］）。後でも言及するが、東風日産汽車はこれまでト
ヨタやホンダの合弁企業が標的としたセグメントではなく、それよりも少し下のセグメン








投資は全体の 21%にあたる 162 億元であったが、民族系メーカーのそれは 599 億元であり、




時点では、年間 1,200 台以上生産した企業が 119 社あり、このうち 30 万台以上生産した企
業は 17 社であった。また、30 万台以上生産した民族系メーカーが 8 社あり、87 社以上は
年間 30 万台に満たないメーカーであった（関辰一［2011］、中国汽車工業技術研究中心・
汽車工業協会［2008］）。一方、販売台数の割合で見ると、上位 10 社のメーカーのそれが全
















































 1991年に中国国内での自動車生産台数は 100万台を超え、2001年には 230万台を超えた。
2008 年には 935 万台となり、アメリカを抜き、日本に次いで 2 位となった。そして、2009
年 10 月には 1,000 万台を超え、2013 年には 2,200 万台を超えた（中国汽車工業協会［2014］）。
一方で、自動車販売も急拡大し、2010 年には 1,800 万台を超え、2001 年と比較すると約 8
倍になった。また 2009 年には、販売台数においてもアメリカを抜き、世界最大となった。
2013 年には 2,198 万台となり、2008 年からわずか 5 年で市場規模が 2.3 倍になった。2008
年の欧米各国における自動車輸入台数の自動車販売台数に占める割合は、45~85%と多少バ
ラツキはあるが、中国のそれは 4.5%であった。2001 年から 2010 年もほぼ同範囲であった
ため、中国自動車市場で販売される車両は、ほぼ国内で生産された車両といえる。この状
況に対して政府は WTO 加盟後、2006 年 7 月に完成車輸入時の関税を 28%から 25%に引き
下げ、輸入規制を段階的に緩和した。そのため、中国の自動車輸入台数の 2001~2005 年の
年平均成長率は 22.6%であったが、2006~2010 年には 37.4%となり、1.5 倍になった。つま
り、輸入台数の方が、国内生産車両の販売台数よりも高い成長率を示すようになった（周
 

















 最近の中国での自動車販売は、販売台数のうち乗用車が 2/3 を占めている。そして、多








 孫飛舟［2003］は、中国における第二次世界大戦後から現在までの自動車流通を 3 段階
に区分している。第 1 段階は、1950 年代半ばから 1980 年代初期までの「計画分配」段階、
第 2 段階は 1980 年代初期から 1990 年代初期までの「計画分配」から「市場流通」への移
行段階、第 3 段階は、1990 年代半ばからの「代理制」の新しい流通体制を導入する段階で
ある。このように中国における自動車流通は、エポックとなるような事象を経ながら今日
までの発展を遂げてきた（石川［2012］）。 




















たが、中国の自動車流通では 1990 年代前半までの仕組みが影響した（高山［2004］）。 
 また、1994 年に打ち出された「汽車工業産業政策」では、メーカーが国際的に通用する
システムによって、「自らの販売チャネルとアフターサービス・チャネルを設立することを














 現在の中国のディーラー店舗は、新車販売（New Car Sales）だけでなく、部品販売（Parts 
Sales）、アフターサービス（After Service）を加えた店舗である「3S 店」が増加している。




























 近年の排気量別の自動車市場は、微型・小型車が市場の 7 割近くを占めるようになり、
外資系メーカーの生産する車両のシェアが変化している（図表 4）。2008 年以降の中国乗用
車市場では、セダン販売台数上位 10 モデルの中で、欧米韓民族系メーカーの生産する小型









 2012 年の乗用車販売台数は、微型・小型車が約 1,040 万台となり、前年比で増加したが、
乗用車全体に占めるシェアは前年よりもやや低下した。ただ、排気量の多い SUV の販売台
数は増加した。またセダンでは、小型車以下の販売台数が約 760 万台で前年比で増加し、









































 また、金融危機による影響を受けた自動車市場の需要回復のため、2009 年 1 月には、微
型・小型車を対象として購買税を 10%から 5%に引き下げた（2010 年はじめに 7.5%に上げ、
2011 年には 10%に戻した）。さらに政府は、ガソリン使用量を減少させるため、低燃費車
の購入促進のためガソリン税を引き上げた。主要 5 都市では、PHEV に最大 5 万元、EV に
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チャネル規模では、このチャネルが中国でのトヨタの主要チャネルである。また、トヨタ


















いる。中国での LEXUS チャネルの展開は、日本よりもやや早く 2004 年秋から開始し、店
舗を拡大させてきた。「LEXUS」ブランドは、それ以前から中国で販売していたが、既存
のトヨタ・ディーラーや現地の輸入車ディーラーがその販売を担当していた。ただ、高級
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ホンダは早くから二論事業によってブランド・イメージを構築し、それが四輪車事業にも
寄与した（折橋［2005］）先にホンダの中国での生産展開を取り上げたが、広汽本田汽車は






 先に取り上げたように、ホンダは完成車生産では 1999 年に Peugeot 撤退後の設備を引き
継いで本格稼働させた。生産台数は、初年度約 1 万台であったが、5 年後には約 12 万台と
なり、最近では 50 万台を超えるようになった。また、ホンダは日本では導入を無期限延期
したが、中国では 2006 年 9 月からは北アメリカ以外では初めて、同社の高級車チャネル
「Acura（謳歌）」を導入した。そしてホンダは、2 ブランド体制を確立し、1999 年の広汽
本田汽車での「Accord」投入以降、日米などの市場と同様に、新車種ブランドの導入とい
わゆる 4S 店を積極的に展開してきた（周政毅［2009］）。また、Acura は販売だけではなく、
2016 年からは中国国内での生産も発表している。 
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 広汽本田汽車のマーケティング・チャネル構築では、日本のフランチャイズ・システム


































 また 2007 年から日産は、北アメリカで展開してきた高級車「INFINITI（英菲尼迪）」を













握には、自動車市場の規模が 1 つの指標となる。 
 現在から 20 年前の 1994 年には、中国国内の自動車保有台数 940 万台のうち、個人所有






 中国では個人ユーザーの乗用車需要が高まり、2003~2009 年の 7 年間に販売台数に占め
る乗用車の割合は 50%から 62%になった。この比率は、2009 年の日本やドイツの水準と比
較すると 20%以上も低い水準である。排気量別の販売台数比率では、2009 年以降は微型・
小型車の販売台数が増加し、乗用車販売台数の約 7 割となり、自動車販売台数全体の約 4
－ 26 － 





で 2 万元程度かかる。自動車購入価格を 10 万元、使用年数を 10 年とすると、自動車保有









 現在の中国では、「中間層（ボリュームゾーン）」が注目されている。JETRO は 2010 年
に『中国統計年鑑』の各年データから、都市部で年収 3~6 万人民元の中間層世帯が、全世

























シャン市場見通し白書（2013 年 7 月）」では、今後 1 年間での三、四線都市（国務院発展
研究センターでは、第一線都市は人口 500 万人前後、第二線都市は人口 100 万人前後、第
三線都市は人口 20 万人前後、第四線都市は人口 1 万人前後の都市・建制鎮としている）で
の自動車購入意欲が上昇し、全国の新規消費者ニーズに占める割合が 68%に達し、うち 1















－ 28 － 
大国有銀行が開始し、2002 年には 14 銀行が開始した。当初は、自動車ローンに外資系企
業は参入できなかったが、政府は個人の乗用車購入には自動車ローンが大きな役割を果た
すとし、2003 年 10 月からは外資参入を認めた（川辺［2006］）。 






































売に特化したショールーム型の 1S 店を中国全域で展開した。1S 店は、整備工場を持たな
























が、中国市場では 3S 店や 4S 店の設置と展開という面で生かされているといえる（石川
［2012］） 
 他方で日系メーカーは、従来の 4S 店中心の展開だけでなく、いわゆるハブ方式での店
舗展開も開始した。優良で管理能力の高いディーラー企業は、旗艦となる 4S 店の周辺に、
機能を減らし投資負担を軽くした 2S 店や 3S 店を配置し、チャネル構築を加速させようと
している（住友信託銀行［2010］）。この対応はいわゆる 3S 店や 4S 店の設置によるディー
ラー企業との契約を守りながら、個別ディーラー企業による競争対応といえる。4S 店建設
には費用と時間がかかることから、急成長している中国市場では、まずはユーザーに購入




 2010 年時点では、日系メーカーの乗用車工場出荷台数に占める全体のシェアは 19.5%を
占め、他の外資系メーカーを上回っていた。その後、日系メーカーのシェアが低下し、民
族系メーカーや韓国系メーカーのシェアが上昇した。そして、2012 年には各国系統別の









































－ 32 － 
海都市部、特に華東、華南地域で集中的に販売してきた。一方で物流効率が悪い西北地域





















































































































24 巻第 4・5 号 
米谷雅之［2001］「四位一体型自動車販売システムの構築」『山口経済学雑誌』第 49 巻第 2
号 
米谷雅之［2003］「転換期の中国自動車流通」座間・藤原編『東アジアの生産ネットワーク』
－ 36 － 
ミネルヴァ書房 




























売上位グループメーカーを中心に－」『赤門マネジメント・レビュー』11 巻 4 号 




野村総合研究所 7 月号 
服部健治［2009］「国際貿易」日本国際貿易促進協会 2009 年 1 月 27 日付 
林廣茂［1999］『国境を越えるマーケティングの移転』同文舘 
風呂勉［1968］『マーケティング・チャネル行動論』千倉書房 
マークラインズ「自動車情報プラットフォーム」No.136、2003 年 1 月 1 日 
丸川知雄［2007］『現代中国の自動車産業』中央公論新社 
丸山恵也編［1997］『新版アジアの自動車産業』亜紀書房 
『BTMU CHINA WEEKLY』三菱東京 UFJ 銀行国際業務部、2013 年 8 月 14 日号 
村松潤一・石川和男・柯麗華［2010］「中国自動車流通市場の形成と日系自動車メーカーの





「朝日新聞」1993 年 5 月 5 日付 
『日経産業新聞』2004 年 4 月 1 日付 
『日経ビジネス』2000 年 1 月 31 日号 
『日経ビジネス』2003 年 8 月 25 日号 
『日経ビジネス』2004 年 7 月 12 日号 
『日本経済新聞』2002 年 1 月 22 日付 
中国汽車工業協会ウェブサイト http://www.caam.org.cn/ 
トヨタ自動車ウェブサイト http://toyota.jp/ 
日産自動車ウェブサイト http://www.nissan.co.jp/ 
日本自動車工業会ウェブサイト http://www.jama.or.jp/ 
日本自動車販売協会ウェブサイト http://www.jada.or.jp/ 
本田技研工業ウェブサイト http://www.honda.co.jp/ 
